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 ジョブ型雇用下での

春闘のあり方

　先日，筆者が委員を務める団体

で，連合幹部との意見交換の場が

ありました。昨年，3.99％（経団

連調査）の大幅な賃上げを受け，

今年はそれ以上の賃上げを！とい

う議論が大勢でしたが，その中で

流行りのジョブ型雇用に話が及び

ました。「ジョブ型雇用には賃上

げという仕組みがそもそも内在さ

れていないが，組合としてはジョ

ブ型雇用の対象者にも賃上げをお

願いしたい」という発言が主な内

容でした。

　そういえば，巷間ネットなどを

見るとジョブ型雇用については，

　「ジョブ型雇用では職務が変わ

らなければ，給与は固定されたま

まとなり上がることはない」

　「春闘で前提としている組合員

全員の賃上げという思想は含まれ

ていない」

　「ジョブ型雇用では定期昇給と

いう考え方はない」

というような意見が氾濫していま

す。

 外資は毎年，春闘の動向を

人件費予算に反映させている

　筆者は長年，“ハマの労務コン

サル”としてたくさんの企業に関

わってきました。その中には様々

な業態の外資系企業の人事の方々

とのお付き合いも多く含まれてい

ます。毎年この時期に，外資系企

業の人事部長の皆さんからは，日

本の賃上げの動向についてのご質

問をいただいています。各社，年

度予算の策定時期で，人事部長と

しても人件費予算を取りまとめな

ければならず，日本企業全体の賃

上げ状況を参考にするためです。

　ジョブ型雇用で成り立つ外資系

企業が，組合幹部はジョブ型雇用

には存在しないという春闘相場の

動向に注意を払い，その上で日本

の賃上げ実績を当該年度の人件費

予算に反映させているという事実

はどう整理すればよいのでしょう

か？

 かつては労働組合が

ジョブ型を試みたことがある

　この問題を考えるにあたり，や

や迂遠なアプローチではあるもの

の，戦後の日本企業の給与制度を

俯瞰的に見てみようと思います。

　戦後の荒廃した国土の復興事業

を指導したのはGHQ（占領軍）

でした。当時，GHQは日本経済

の民主化促進の一端を担う存在と

して労働組合の活用を試み，その

結成を強力に促しました。1946

年の労組の結成率は40％程度で，

1949年には56％と著しい伸びと

なっています（ちなみに今の組織

率は16％程度）。

　また，労働組合の結成には当時

の事情から企業を利用し，その結

果ホワイトカラーとブルーカラー

が一緒に同じ企業別の組合に加入

という形態となりました。これは

現在にまで至っていますね。

　ちなみに，GHQの本国アメリ

カでは，ニューディール政策で有

名なルーズベルト大統領が労働組

合の支援者であり，ブルーカラー

を主体として産業別の労働組合が

結成されるという大きな変化を迎

えていました。当時のGHQがア

メリカ本土のそのような労働組合
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の動きに危機感を抱き，日本の労

働組合はアメリカとは別の方向と

したかったようです。

　労働組合は1950年代に入り，

職務給の導入を試みました。歴史

を振り返れば，こんなことがあっ

たんだと面白く思います。

　背景は，急激に進んだ機械化に

代表される技術革新の波です。こ

れにより従来の年功序列と技能序

列の関係が崩れ，年功賃金が維持

できなくなりました。このため当

時の組合は技術革新が継続的に進

むという前提に立ち，職務給の導

入により，技能序列を賃上げに結

びつけようとしました。

　結局，この動きは同時に経営側

が仕掛けた新しい賃金制度により

消滅していきます。

 職能資格制度の登場

　経営側は職能資格給を考えまし

た。典型的な仕組みは旧来の年齢

給もある程度は残すが，中核には

新しく職能給を置く。職能給には

技能職や事務職という，複数の職

務をまとめた職群という思想を取

り入れ，当時の労働組合の動きに

も対応する。これが日本全土に広

がりました。

　しかしながら職能資格給の特徴

は，新卒で入社，定年まで勤め上

げるという働き方。当時の定年は

55歳，労働力の中心だった男性の

平均寿命は1950年では約60歳，60

年は約65歳，元気なうちはまず

まず同じ会社で働き続け，ほぼほ

ぼ終身雇用といえる状況でした。

　終身雇用下の賃金水準は，外部

の労働市場とは無関係に，各社そ

れぞれの社内事情で決定されま

す。かろうじて労働組合が連帯す

る春闘により賃上げ率や賃上げ額

の世間相場は形成されますが，肝

心の賃金額そのものは閉鎖された

各社の内部事情によりそれぞれが

決定するという状況が長く続いて

いました。

　筆者は当時都市銀行の人事企画

の一員でしたが，唯一公表される

初任給は世間への配慮からも低く

抑え，入社 2年目に給与は大幅に

引き上げます。引き上げ後の金額

については，当時の上位銀行の人

事企画担当者の連絡会議で，ある

程度の情報交換を行います。結果

として，互いの給与水準が大きく

乖離することはありませんでし

た。こんな仕組みは今は通用しま

せん。

 労働市場の変化で動くのが

ジョブ型雇用

　お気づきの通り，大前提として

いた労働市場はすでに大きく変容

しています。終身雇用はとうに終

焉を迎えています。新入社員も入

社後 3年で 3割以上が退職し，転

職は当たり前になっています。

　この労働市場の変化を考えれ

ば，ジョブ型雇用の導入議論は必

然で，失われた30年の間は労働

市場の変化への対応が鈍かったに

過ぎません。労働市場への対応も

“失われていました”。

　さて，今回の問題。「ジョブ型

雇用には賃上げの仕組みはない

か？」に対して，回答は，「あり

ます」。

　ジョブ型雇用は労働市場で決定

されます。春闘の動きは労働者の

賃金を動かすのですから労働市場

が当然動きます。労働組合は，春

闘の対象はいわゆるメンバーシッ

プ型の労働者と言っていますが，

労働市場はメンバーシップ社員を

拒絶するものではありません。市

場とは自由に誰でも参加できるも

のです。外資系企業各社が日本の

春闘の動向を追いかけ，その結果

を年度の人件費予算に反映させる

のも，日本の労働市場が春闘の影

響で変動するからに他なりません。

　大手企業のメンバーシップ型の

ベテラン人事部長が優秀であれ

ば，労働市場は人事のシニアの管

理職として認知します。ジョブ型

雇用は労働市場の動きに敏感に感

応します。労働市場を無視して，

企業が必要とするジョブ型人材の

採用はできません。労働市場から

乖離した給与では優秀な人材をつ

なぎとめることはできません。外

資系企業が春闘動向に注目するの

はそうした事情からなのです。
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